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１．平成 28 年 3月期の連結業績（平成 27年 4月 1日～平成 28 年 3月 31 日） 

(1)連結経営成績                                    (％表示は対前期増減率) 

 経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年 3月期 12,944 △1.6 1,940 △36.0 1,212 △41.9 

27年 3月期 13,155 3.2 3,033 28.3 2,089 65.7 

(注)包括利益   28年 3月期  875百万円（△81.4％）   27年 3月期  4,713百万円（328.6％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           
1株当たり当期純利益           

自 己 資 本       
当期純利益率       

総 資 産      
経常利益率      

経 常 収 益      
経常利益率      

 円 銭 円   銭 ％ ％ ％ 

28年 3月期 357 12 ─  3.0 0.2 14.9 

27年 3月期 615 50 ─  5.5 0.4 23.0 

(参考)持分法投資損益   28年 3月期  －百万円   27年 3月期  －百万円 

(2)連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年 3月期 663,800 40,393 6.0 11,896 01 

27年 3月期 671,304 39,740 5.9 11,702 24 

(参考)自己資本   28年 3月期  40,372百万円  27年 3月期  39,719百万円 

(注)「自己資本比率」は、(期末純資産の部合計－期末非支配株主持分)を期末資産の部合計で除して算出しております。 

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

(3)連結キャッシュ・フロ－の状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー 
投資活動による 

キャッシュ･フロー 
財務活動による 

キャッシュ･フロー 
現金及び現金同等物          
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円 

28年 3月期 △32,126 16,041 △292 27,612 

27年 3月期 12,295 △7,601 △200 43,993 

２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

（合計） 
配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 第 1四半期末 第 2四半期末 第 3四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

27年 3月期 － 25.00 － 40.00 65.00 220 10.5 0.5 

28年 3月期 － 25.00 － 30.00 55.00 186 15.4 0.4 

29年 3月期 
(予想) － 25.00 － 25.00 50.00  12.1  

(参考)平成 28年 3月期期末配当金の内訳 普通配当 25円 記念配当 5円 

３．平成 29 年 3月期の連結業績予想（平成 28年 4月 1日～平成 29年 3月 31日） 

(％表示は、通期は対前期、第 2四半期(累計)は対前年同四半期増減率) 

 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 １株当たり当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第 2四半期(累計) 1,100 △26.6 700 △32.7 206 25 

通    期 2,100 8.2 1,400 15.5 412 51 

http://www.kaiho-bank.co.jp/


 

  

※ 注記事項 

（1）期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ：無 

（2）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：有 

② ①以外の会計方針の変更 ：無 

③ 会計上の見積りの変更 ：無 

④ 修正再表示 ：無 

（3）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 28年 3月期 3,400,000株 27年 3月期 3,400,000株 

② 期末自己株式数 28年 3月期 6,218株 27年 3月期 5,834株 

③ 期中平均株式数 28年 3月期 3,394,038株 27年 3月期 3,394,342株 

 (参考)個別業績の概要 

１．平成 28 年 3月期の個別業績（平成 27年 4月 1日～平成 28 年 3月 31 日） 

(1)個別経営成績 (％表示は対前期増減率) 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

28年 3月期 12,878 △1.5 1,941 △36.5 1,215 △42.3 

27年 3月期 13,077 3.7 3,058 27.5 2,109 60.8 
  

 １株当たり当期純利益 
潜 在 株 式 調 整 後           
1株当たり当期純利益           

 円 銭 円 銭 

28年 3月期 358 16  ─  

27年 3月期 621 61  ─  

 (2)個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

28年 3月期 663,830 40,237 6.0 11,856 10 

27年 3月期 671,339 39,439 5.8 11,619 79 

(参考)自己資本   28年 3月期  40,237百万円      27年 3月期  39,439百万円 

(注)「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。 

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 

２．平成 29 年 3月期の個別業績予想（平成 28年 4月 1日～平成 29年 3月 31日） 

(％表示は、通期は対前期、第 2四半期(累計)は対前年同四半期増減率) 

 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第 2四半期(累計) 1,100 △27.0 700 △33.3 206 25 

通    期 2,100 8.1 1,400 15.2 412 51 

 

※監査手続の実施状況に関する表示 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取

引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の概況 

平成27年度の国内景気は、輸出・生産面において新興国経済の減速の影響が見られたものの、全体として緩やか

な回復が続きました。今後の見通しについても、家計、企業における所得から支出への前向きな循環メカニズムが

持続し、国内需要は増加基調にあることから、引き続き緩やかに拡大していくとみられています。 

県内の景気についてみると、好調な観光関連が牽引するなか、公共投資が高水準で推移していることや、個人消

費も堅調であることから、拡大が続いています。雇用・所得情勢についても、好調な県内景気を背景に有効求人倍

率が復帰後最高値となるなど改善をみせています。今後の県内景気については、為替や原材料価格の変動、新興国

経済鈍化による景気への影響などを注視する必要があるものの、県内人口・世帯数の増加と堅調な観光収入の伸び

によって、引続き拡大していく可能性が高いとみられています。 

このような経済環境のもと、経営基盤の強化とお客様目線でのサービス強化に取組んだ結果、当期の経営成績は

次の通りとなりました 

② 経営成績 
当連結会計年度の経常収益は、貸出金残高の増加に伴い資金運用収益は増加しましたが、前年の貸倒引当金戻入益

の反動減により、前年同期比 2億 11百万円減少の 129億 44百万円となりました。経常費用は、新本店竣工に係る関

連費用や建設工事契約に係る消費税等が増加し、前年同期比 8億 81百万円増加の 110億 4百万円となりました。 

その結果、経常利益は前年同期比 10億 93百万円減少の 19億 40百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は前年

同期比 8億 77百万円減少の 12億 12百万円となりました。 

③ 次期の見通し 

当行は、「第 14 次中期経営計画」（平成 27 年 4 月～平成 30 年 3 月）の 2 年目となる平成 28 年度につきましては、

同中計の基本方針に基づいた諸施策を積極的に展開することで、連結では経常利益 21 億円、親会社株主に帰属する

当期純利益 14億円、銀行単体では経常利益 21億円、当期純利益 14億円を予想しています。 

（２）財政状態に関する分析 

① 主要勘定の状況 

＜預金＞ 
預金は、個人預金、法人預金が共に増加し好調に推移したものの、公金預金の減少により、前連結会計年度末比

74億 95百万円減少の 6,172億 3百万円となりました。 

＜貸出金＞ 

貸出金は、不動産業や小売業・建設業を中心に事業性貸出が増加したほか、消費者ローンも好調に推移したことな

どから、前連結会計年度末比 259億 82百万円増加の 4,460億 63百万円となりました。 

＜有価証券＞ 

有価証券は、債券の償還等により減少したことから、前連結会計年度末比 180億 14百万円減少の 1,783億 98百万

円となりました。 

② キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の増加などにより、321億 26百万円の支出となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還などにより、160億 41百万円の収入となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払などにより、2億 92百万円の支出となりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末比 163億 80百万円減少の 276億 12百万円とな

りました。 
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③ 自己資本比率の状況 

当連結会計年度末の連結自己資本比率は 8.90％となり、前連結会計年度末比 0.44％低下しました。また、銀行単

体の自己資本比率は 8.88％となり、前年度末比 0.44％低下しました。 

なお、自己資本比率は、銀行法第 14条の 2の規定に基づく金融庁告示に定められた算式に基づき算出しておりま

す。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当行は、地域金融機関として公共性と経営の健全性を確保する観点より、内部留保の充実を着実に行うと同時に、

株主各位に対しましては、安定的な配当を維持することを基本方針としております。 

当期の配当については、新本店ビル竣工を記念し 1 株につき 30 円とし、中間配当（1 株につき 25 円）と合わせ、

配当金は 1株につき年間 55円を予定しております。 

今後もお客様の利便性向上のため、設備投資や商品開発など戦略的な投資を実施し、自己資本の充実を図りながら、

安定した配当を継続できるよう努めてまいります。 

 

２．企業集団の状況 

【事業の内容】 
 当行グループ（当行及び当行の関係会社）は、当行及び連結子会社２社で構成され、銀行業務を中心に企業経営に関す

るコンサルティング及び経営相談業務などの金融サービスに係る事業を行っております。 

当行グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

 

（銀行業務） 

 当行の本店ほか支店４５店、出張所２店においては、預金業務、貸出業務、商品有価証券売買業務、有価証券投資業務、

内国為替業務、外国為替業務等を取扱い、県内法人及び個人の資金需要に対して積極的に資金を供給しております。 

 

（その他事業） 

  子会社については、企業経営に関するコンサルティング等を行っております。 

なお、かいぎんカード株式会社については、平成 23年８月 16日以降は新規融資等のサービスを停止しております。 

 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

 
 
 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

沖
縄
海
邦
銀
行 

 

銀行業務 
 

その他事業 
 

…… 本店ほか支店４５店、出張所２店 

 

…… 子会社２社 

・株式会社海邦総研 
 （企業経営に関するコンサルティング） 

・かいぎんカード株式会社 
 （クレジットカード業務など） 
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３．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当行は、「地域密着に徹し、地域社会の発展に寄与する」「健全経営により、信頼される銀行を目指す」「人材の育

成と活力ある職場づくりに努める」を経営理念に掲げ、地域金融機関として公共的・社会的役割の重要性を認識し、

円滑な資金供給と良質な金融サービスの提供を充実させ、地域貢献という社会的責任を果たすことを経営の基本方

針としております。 

 

（２）目標とする経営指標 

平成 28年度（銀行単体）においては下記の経営指標を目標に掲げ、達成に向け取組んでまいります。 

  【収益関連】              【業容関連】 

   ○経常利益      21億円      ○総資金量（平残） 6,300億円 

   ○当期純利益    14億円      ○総融資量（平残） 4,470億円 

   ○コア業務純益   18億円 

 

（３）中長期的な経営戦略 

平成 27年４月から平成 30年３月までの３年間について、第 14次中期経営計画「～new Stage!～地域とともに未

来に向けて」を策定しています。本中計の基本方針は、「Ⅰ．金融サービスの強化」「Ⅱ．経営力の強化」「Ⅲ．人と

組織の強化」の３点です。お客さま目線を持って経営理念を再認識し諸施策に取り組むことにより「お客様のお役

に立てる一番身近な銀行」を目指して行きます。 

 

（４）対処すべき課題 

金融機関全体についてみると、人口減少・高齢化社会の影響による市場縮小と、金融機関による競争激化によっ

て、外部環境はこれまでになく厳しい状況にあります。県内においても流通系銀行や地方銀行の参入、ネット専業

銀行の拡大などがあり、金融機関の競合は益々激しさを増しています。当行は、金融機関を取り巻く環境変化を踏

まえ、将来にわたって健全性を確保し、特色ある取組み（ビジネスモデルの確立）や、ボリュームの拡大によって

存在感を高めていく必要があります。 

そのような環境下、当行は平成 27年 4月から平成 30年 3月までの 3年間について、第 14次中期経営計画「～new 

Stage!～地域とともに未来に向けて」に取り組んでいます。本中計の基本方針は、お客さま目線を持って経営理念

を再認識し、これまで以上に「金融サービス」「経営力」「人と組織」の強化を図ることです。 

計画２年目の平成２８年度は、中期経営計画を達成する上で重要な一年となることから、私たち一人ひとりがお

客さまに合わせた対応力のある金融サービスを提供し、業容の拡大とシェアアップを目指していきます。 
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４．連結財務諸表 

 (１)連結貸借対照表 

           (単位：百万円) 
          

前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

資産の部   

 現金預け金 44,145 27,824 

 コールローン及び買入手形 138 112 

 有価証券 196,413 178,398 

 貸出金 420,080 446,063 

 外国為替 1,455 1,081 

 その他資産 2,231 2,044 

 有形固定資産 8,554 10,221 

  建物 1,958 5,482 

  土地 3,340 3,344 

  リース資産 93 581 

  建設仮勘定 2,555 135 

  その他の有形固定資産 606 677 

 無形固定資産 594 781 

  ソフトウエア 465 639 

  リース資産 39 53 

  その他の無形固定資産 89 88 

 繰延税金資産 4 3 

 支払承諾見返 706 708 

 貸倒引当金 △3,020 △3,440 

 資産の部合計 671,304 663,800 

負債の部   

 預金 624,699 617,203 

 借用金 1,900 900 

 その他負債 1,704 2,258 

 賞与引当金 459 476 

 退職給付に係る負債 685 706 

 役員退職慰労引当金 141 126 

 睡眠預金払戻損失引当金 44 52 

 利息返還損失引当金 11 13 

 偶発損失引当金 131 96 

 繰延税金負債 1,079 864 

 支払承諾 706 708 

 負債の部合計 631,564 623,407 

純資産の部   

 資本金 4,537 4,537 

 資本剰余金 3,219 3,219 

 利益剰余金 26,578 27,570 

 自己株式 △20 △22 

 株主資本合計 34,314 35,304 

 その他有価証券評価差額金 5,151 4,955 

 退職給付に係る調整累計額 253 112 

 その他の包括利益累計額合計 5,404 5,067 

 非支配株主持分 20 21 

 純資産の部合計 39,740 40,393 

負債及び純資産の部合計 671,304 663,800 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

  連結損益計算書 
           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

経常収益 13,155 12,944 

 資金運用収益 10,621 10,766 

  貸出金利息 9,325 9,473 

  有価証券利息配当金 1,256 1,256 

  コールローン利息及び買入手形利息 10 5 

  預け金利息 28 31 

  その他の受入利息 0 0 

 役務取引等収益 1,487 1,389 

 その他業務収益 274 531 

 その他経常収益 771 257 

  貸倒引当金戻入益 478 - 

  償却債権取立益 2 3 

  その他の経常収益 290 253 

経常費用 10,122 11,004 

 資金調達費用 600 657 

  預金利息 598 656 

  譲渡性預金利息 0 - 

  コールマネー利息及び売渡手形利息 - 0 

  借用金利息 1 1 

 役務取引等費用 908 981 

 その他業務費用 1 19 

 営業経費 8,434 8,722 

 その他経常費用 177 622 

  貸倒引当金繰入額 - 454 

  その他の経常費用 177 168 

経常利益 3,033 1,940 

特別利益 48 - 

 固定資産処分益 48 - 

特別損失 0 3 

 固定資産処分損 0 2 

 減損損失 - 0 

税金等調整前当期純利益 3,082 1,936 

法人税、住民税及び事業税 641 677 

法人税等調整額 352 46 

法人税等合計 993 724 

当期純利益 2,088 1,212 

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△） 

△0 0 

親会社株主に帰属する当期純利益 2,089 1,212 
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  連結包括利益計算書 
           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

当期純利益 2,088 1,212 

その他の包括利益 2,625 △336 

 その他有価証券評価差額金 2,377 △196 

 退職給付に係る調整額 247 △140 

包括利益 4,713 875 

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 4,714 875 

 非支配株主に係る包括利益 △0 0 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 平成 26 年４月１日 至 平成 27 年３月 31日） 

 (単位：百万円) 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,537 3,219 24,651 △19 32,389 

会計方針の変更によ
る累積的影響額 

  7  7 

会計方針の変更を反映
した当期首残高 

4,537 3,219 24,659 △19 32,396 

当期変動額      

剰余金の配当   △169  △169 

親会社株主に帰属す
る当期純利益 

  2,089  2,089 

自己株式の取得    △1 △1 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

     

当期変動額合計 - - 1,919 △1 1,918 

当期末残高 4,537 3,219 26,578 △20 34,314 

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 2,773 5 2,779 21 35,190 

会計方針の変更によ
る累積的影響額 

    7 

会計方針の変更を反映
した当期首残高 

2,773 5 2,779 21 35,197 

当期変動額      

剰余金の配当     △169 

親会社株主に帰属す
る当期純利益 

    2,089 

自己株式の取得     △1 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

2,377 247 2,625 △0 2,624 

当期変動額合計 2,377 247 2,625 △0 4,542 

当期末残高 5,151 253 5,404 20 39,740 
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当連結会計年度（自 平成 27 年４月１日 至 平成 28 年３月 31日） 

 (単位：百万円) 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 4,537 3,219 26,578 △20 34,314 

当期変動額      

剰余金の配当   △220  △220 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
  1,212  1,212 

自己株式の取得    △1 △1 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
     

当期変動額合計 - - 991 △1 990 

当期末残高 4,537 3,219 27,570 △22 35,304 

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 

退職給付に係る 
調整累計額 

その他の包括 
利益累計額合計 

当期首残高 5,151 253 5,404 20 39,740 

当期変動額      

剰余金の配当     △220 

親会社株主に帰属す
る当期純利益 

    1,212 

自己株式の取得     △1 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

△196 △140 △336 0 △336 

当期変動額合計 △196 △140 △336 0 653 

当期末残高 4,955 112 5,067 21 40,393 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 3,082 1,936 

 減価償却費 455 581 

 減損損失 - 0 

 貸倒引当金の増減（△） △929 419 

 偶発損失引当金の増減（△） △7 △34 

 賞与引当金の増減額（△は減少） △4 16 

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △165 21 

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 40 △15 

 睡眠預金払戻損失引当金の増減額（△は減少） △3 7 

 利息返還損失引当金の増減額（△は減少） △27 1 

 資金運用収益 △10,621 △10,766 

 資金調達費用 600 657 

 有価証券関係損益（△） △265 △491 

 為替差損益（△は益） △3 2 

 固定資産処分損益（△は益） △48 2 

 貸出金の純増（△）減 △30,245 △25,982 

 預金の純増減（△） 36,323 △7,495 

 借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △170 △1,000 

 預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 14 △59 

 コールローン等の純増（△）減 5,722 25 

 外国為替（資産）の純増（△）減 △784 374 

 資金運用による収入 10,590 10,768 

 資金調達による支出 △624 △599 

 その他 130 139 

 小計 13,060 △31,486 

 法人税等の支払額 △765 △639 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 12,295 △32,126 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の取得による支出 △16,744 △19,771 

 有価証券の売却による収入 930 7,363 

 有価証券の償還による収入 10,293 30,505 

 有形固定資産の取得による支出 △1,976 △1,706 

 有形固定資産の売却による収入 70 - 

 その他 △174 △349 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △7,601 16,041 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 配当金の支払額 △169 △220 

 リース債務の返済による支出 △29 △70 

 自己株式の取得による支出 △1 △1 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △200 △292 

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 △2 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,496 △16,380 

現金及び現金同等物の期首残高 39,497 43,993 

現金及び現金同等物の期末残高 43,993 27,612 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（会計方針の変更） 

（「企業結合に関する会計基準」等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下、「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下、「連結会計基準」という。）及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下、「事業分離等会計基準」という。）

等を当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の持分変動による差額を資本剰余金

として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更しております。ま

た、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、当期純利益

等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させ

るため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っております。 

当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または

売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変

動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売却に関連して生じ

た費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載しております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－2項（4）、連結会計基準第44－5項（4）及び事業

分離等会計基準第57－4項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわたっ

て適用しております。 

なお、当連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響額はありません。 

 

（未適用の会計基準等） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）  

（１）概要 

本適用指針は、主に日本公認会計士協会 監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査

上の取扱い」において定められている繰延税金資産の回収可能性に関する指針について基本的にその内容を引き継

いだ上で、一部見直しが行われたものです。 

（2）適用予定日 

当行は、当該適用指針を平成28年４月１日に開始する連結会計年度の期首から適用する予定であります。 

（3）当該会計基準等の適用による影響 

当該適用指針の適用による影響は、評価中であります。 
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（有価証券関係） 

１．売買目的有価証券（平成28年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

２．満期保有目的の債券（平成28年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

３．その他有価証券（平成28年３月31日現在） 

 種  類 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

取得原価 
（百万円） 

差 額 
(百万円) 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

株式 3,141 2,245 896 

債券 156,387 152,877 3,509 

国債 77,769 75,574 2,194 

地方債 23,223 22,755 468 

短期社債 － － － 

社債 55,393 54,547 846 

その他 15,376 12,656 2,719 

小計 174,904 167,779 7,125 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株式 448 509 △61 

債券 803 811 △8 

国債 － － － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 803 811 △8 

その他 1,027 1,039 △11 

小計 2,279 2,361 △81 

合    計 177,184 170,140 7,043 

（注）差額のうち、組込デリバティブを一体処理したことにより損益に反映させた額は17百万円であります。 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日） 

種  類 売却額(百万円) 
売却益の合計額 

(百万円) 
売却損の合計額 

(百万円) 

株式 152 66 3 

債券 5,987 12 － 

国債 5,987 12 － 

地方債 － － － 

短期社債 － － － 

社債 － － － 

その他 719 435 5 

合  計 6,858 514 9 

６．保有目的を変更した有価証券 

該当事項はありません。 
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７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該有価証券の時価が

取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当

該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当該連結会計年度の損失として処理（以下「減損処

理」という。）しております。 

当連結会計年度における減損処理はありません。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、連結決算日の時価が取得原価に比べ50％以上下落してい

る場合は、全銘柄を著しい下落と判断し、30％以上50％未満下落している場合は、価格の回復可能性及び発行会社の信

用リスク等を勘案し判定しております。 

 

（セグメント情報） 

当行グループは、報告セグメントが銀行業のみであり、当行グループの業績における「その他」の重要性が乏しいた

め、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

 
当連結会計年度 

（自平成27年４月１日 
  至平成28年３月31日） 

１株当たり純資産額 11,896円01銭 

１株当たり当期純利益金額 357円12銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ― 

（注）１．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
当連結会計年度 

（自平成27年４月１日 
  至平成28年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 1,212 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 1,212 

普通株式の期中平均株式数 千株 3,394 

２．なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。 

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  
当連結会計年度 

（平成28年３月31日） 

純資産の部の合計額 百万円 40,393 

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 21 

(うち非支配株主持分) 百万円 21 

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 40,372 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数 

千株 3,393 

４．「会計方針の変更」に記載のとおり、企業結合会計基準等を適用し、企業結合会計基準第58－２項（４）、連

結会計基準第44－５項（４）及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っておりま

す。 

なお、当連結会計年度において、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額に与える影響額はありま

せん。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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５．個別財務諸表 

（１）貸借対照表 
           (単位：百万円) 
          

前事業年度 
(平成27年３月31日) 

当事業年度 
(平成28年３月31日) 

資産の部   

 現金預け金 44,145 27,824 

  現金 7,564 6,916 

  預け金  36,581 20,908 

 コールローン 138 112 

 有価証券 196,498 178,483 

  国債 90,490 77,769 

  地方債 22,997 23,223 

  社債 61,150 56,197 

  株式 4,956 4,833 

  その他の証券 16,903 16,459 

 貸出金 420,110 446,063 

  割引手形 3,183 2,448 

  手形貸付 34,826 36,005 

  証書貸付 361,798 387,344 

  当座貸越 20,302 20,264 

 外国為替 1,455 1,081 

  外国他店預け 1,455 1,081 

 その他資産 2,158 1,998 

  未収収益 595 590 

  その他の資産 1,562 1,407 

 有形固定資産 8,553 10,219 

  建物 1,958 5,482 

  土地 3,340 3,344 

  リース資産 93 581 

  建設仮勘定 2,555 135 

  その他の有形固定資産 605 675 

 無形固定資産 593 779 

  ソフトウエア 465 637 

  リース資産 39 53 

  その他の無形固定資産 88 87 

 支払承諾見返 706 708 

 貸倒引当金 △3,020 △3,440 

 資産の部合計 671,339 663,830 
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           (単位：百万円) 
          

前事業年度 
(平成27年３月31日) 

当事業年度 
(平成28年３月31日) 

負債の部   

 預金 624,797 617,282 

  当座預金 3,573 3,075 

  普通預金 321,144 304,151 

  貯蓄預金 8,844 8,519 

  通知預金 213 281 

  定期預金 282,489 293,197 

  定期積金 27 1 

  その他の預金 8,505 8,055 

 借用金 1,900 900 

  借入金 1,900 900 

 その他負債 1,703 2,272 

  未払法人税等 333 389 

  未払費用 670 742 

  前受収益 182 195 

  給付補填備金 1 0 

  リース債務 133 635 

  資産除去債務 50 52 

  その他の負債 331 255 

 賞与引当金 457 471 

 退職給付引当金 1,054 867 

 役員退職慰労引当金 141 125 

 睡眠預金払戻損失引当金 44 52 

 偶発損失引当金 131 96 

 繰延税金負債 962 816 

 支払承諾 706 708 

 負債の部合計 631,900 623,593 

純資産の部   

 資本金 4,537 4,537 

 資本剰余金 3,219 3,219 

  資本準備金 3,219 3,219 

 利益剰余金 26,552 27,547 

  利益準備金 4,537 4,537 

  その他利益剰余金 22,014 23,009 

   別途積立金 19,295 21,195 

   事務機械化準備金 400 400 

   圧縮記帳積立金 29 28 

   繰越利益剰余金 2,289 1,385 

 自己株式 △20 △22 

 株主資本合計 34,288 35,281 

 その他有価証券評価差額金 5,151 4,955 

 評価・換算差額等合計 5,151 4,955 

 純資産の部合計 39,439 40,237 

負債及び純資産の部合計 671,339 663,830 
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（２）損益計算書 
           (単位：百万円) 
          前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

経常収益 13,077 12,878 

 資金運用収益 10,674 10,765 

  貸出金利息 9,325 9,473 

  有価証券利息配当金 1,309 1,256 

  コールローン利息 10 5 

  預け金利息 28 31 

  その他の受入利息 0 0 

 役務取引等収益 1,374 1,317 

  受入為替手数料 461 459 

  その他の役務収益 913 857 

 その他業務収益 274 531 

  外国為替売買益 75 83 

  商品有価証券売買益 0 - 

  国債等債券売却益 143 447 

  国債等債券償還益 47 - 

  金融派生商品収益 8 - 

 その他経常収益 753 263 

  貸倒引当金戻入益 478 - 

  償却債権取立益 2 3 

  株式等売却益 83 66 

  その他の経常収益 188 193 

経常費用 10,019 10,937 

 資金調達費用 600 658 

  預金利息 598 656 

  譲渡性預金利息 0 - 

  コールマネー利息 - 0 

  借用金利息 1 1 

 役務取引等費用 904 976 

  支払為替手数料 81 89 

  その他の役務費用 823 887 

 その他業務費用 1 19 

  商品有価証券売買損 - 0 

  国債等債券売却損 - 5 

  国債等債券償却 1 6 

  金融派生商品費用 - 7 

 営業経費 8,400 8,730 

 その他経常費用 112 552 

  貸倒引当金繰入額 - 454 

  貸出金償却 0 - 

  株式等売却損 - 3 

  株式等償却 23 7 

  その他の経常費用 89 87 

経常利益 3,058 1,941 
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           (単位：百万円) 
          前事業年度 

(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成28年３月31日) 

特別利益 48 - 

 固定資産処分益 48 - 

特別損失 0 2 

 固定資産処分損 0 1 

 減損損失 - 0 

税引前当期純利益 3,106 1,938 

法人税、住民税及び事業税 640 677 

法人税等調整額 356 45 

法人税等合計 996 723 

当期純利益 2,109 1,215 
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（３）株主資本等変動計算書 

前事業年度（自 平成 26年４月１日 至 平成 27年３月 31日） 

 (単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
事務機械化 

準備金 
圧縮記帳 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 4,537 3,219 3,219 4,537 18,195 400 28 1,442 24,604 

会計方針の変更によ
る累積的影響額 

       7 7 

会計方針の変更を反映
した当期首残高 

4,537 3,219 3,219 4,537 18,195 400 28 1,449 24,611 

当期変動額          

剰余金の配当        △169 △169 

別途積立金の積立     1,100   △1,100 - 

実効税率変更に伴う
積立金の増加 

      1 △1 - 

圧縮記帳積立金の取
崩 

      △0 0 - 

当期純利益        2,109 2,109 

自己株式の取得          

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

         

当期変動額合計 - - - - 1,100 - 0 839 1,940 

当期末残高 4,537 3,219 3,219 4,537 19,295 400 29 2,289 26,552 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合計 

その他有価 
証券評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 △19 32,342 2,773 2,773 35,115 

会計方針の変更によ
る累積的影響額 

 7   7 

会計方針の変更を反映
した当期首残高 

△19 32,349 2,773 2,773 35,123 

当期変動額      

剰余金の配当  △169   △169 

別途積立金の積立  -   - 

実効税率変更に伴う
積立金の増加 

 -   - 

圧縮記帳積立金の取
崩 

 -   - 

当期純利益  2,109   2,109 

自己株式の取得 △1 △1   △1 

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 

  2,377 2,377 2,377 

当期変動額合計 △1 1,938 2,377 2,377 4,316 

当期末残高 △20 34,288 5,151 5,151 39,439 
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当事業年度（自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 31日） 

 (単位：百万円) 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 別途積立金 
事務機械化 

準備金 
圧縮記帳 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

当期首残高 4,537 3,219 3,219 4,537 19,295 400 29 2,289 26,552 

当期変動額          

剰余金の配当        △220 △220 

別途積立金の積立     1,900   △1,900 - 

実効税率変更に伴う

積立金の増加 
      0 △0 - 

圧縮記帳積立金の取

崩 
      △0 0 - 

当期純利益        1,215 1,215 

自己株式の取得          

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
         

当期変動額合計 - - - - 1,900 - △0 △904 995 

当期末残高 4,537 3,219 3,219 4,537 21,195 400 28 1,385 27,547 

 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 

合計 

その他有価 
証券評価 
差額金 

評価・換算 
差額等合計 

当期首残高 △20 34,288 5,151 5,151 39,439 

当期変動額      

剰余金の配当  △220   △220 

別途積立金の積立  -   - 

実効税率変更に伴う

積立金の増加 
 -   - 

圧縮記帳積立金の取

崩 
 -   - 

当期純利益  1,215   1,215 

自己株式の取得 △1 △1   △1 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
  △196 △196 △196 

当期変動額合計 △1 993 △196 △196 797 

当期末残高 △22 35,281 4,955 4,955 40,237 

 



 

平成２７年度 

決 算 説 明 資 料 

 

株式会社 沖縄海邦銀行 
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Ⅰ．平成２７年度決算ダイジェスト 

１．損益状況【単体】 

○経常収益 
貸出金の増加に伴い資金利益は増加したものの、貸倒引当金戻入益の反動減などによりその他経常収

益が減少したことなどから、前年比 1億 99百万円減少の 128 億 78百万円となりました。 
○コア業務純益 

貸出金の増加に伴い資金利益は増加したものの、新本店竣工に係る経費増加の影響もあり業務費用が
増加したことなどから、前年比 4億 85 百万円減少の 18 億 6 百万円となりました。 
 

(単位：百万円) 

 28年 3月期 
 

27年 3月期 
27年 3月期比 

経 常 収 益 12,878 △199 13,077 

業 務 粗 利 益 10,960 143 10,817 

 資 金 利 益 10,107 34 10,073 

 役 務 取 引 等 利 益 340 △130 470 

 そ の 他 業 務 利 益 512 239 273 

 （ う ち 国 債 等 債 券 損 益 ） (435) （245） (190) 

経 費 ( 除 く 臨 時 処 理 分 ) 8,718 383 8,335 

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 2,241 △240 2,481 

 コ ア 業 務 純 益 1,806 △485 2,291 

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 200 200 － 

業 務 純 益 2,041 △440 2,481 

臨 時 損 益 △100 △676 576 

 う ち 株 式 等 関 係 損 益 55 △5 60 

 う ち 不 良 債 権 処 理 額 （ △ ） 306 228 78 

経 常 利 益 1,941 △1,117 3,058 

特 別 損 益 △2 △50 48 

税 引 前 当 期 純 利 益 1,938 △1,168 3,106 

法 人 税 等 合 計 723 △273 996 

当 期 純 利 益 1,215 △894 2,109 

 

損益状況の推移
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２．資産・負債の状況【単体】 
（１）貸出金 

不動産業や小売業、建設業を中心に事業性貸出が増加したほか、消費者ローンも好調に推移したこと
などから、前年比 259億 53 百万円増加の 4,460億 63百万円となりました。平均残高は前年比 233億 87
百万円増加の 4,117億 77百万円となりました。 

（単位：百万円） 

 
平成 28年 3 月 

 
平成 27年 3 月 

増減 

貸出金（期末残高） 446,063 25,953 420,110 

 事業性貸出 322,708 25,105 

 
297,603 

 消費者ローン 93,094 4,576 88,518 

  住宅ローン 72,630 2,235 70,395 

 地方公共団体その他 30,261 △3,728 33,989 

貸出金（平均残高） 411,777 23,387 388,390 

（２）預金 
個人・法人預金が共に増加し好調に推移したものの、公金預金の減少により、前年比 75 億 15 百万円

減少の 6,172 億 82 百万円となりました。平均残高は前年比 216 億 69 百万円増加の 6,126 億 19 百万円
となりました。 

（単位：百万円） 
 

平成 28年 3 月 
 

平成 27年 3 月 
増減 

預金（期末残高） 617,282 △7,515 624,797 

 個人 401,119 10,370 390,749 

 法人 162,481 8,765 153,716 

 地方公共団体その他 53,681 △26,651 80,332 

預金（平均残高） 612,619 21,669 590,950 

貸出金（期末残高）の推移

836 850 885 930

2,560 2,714 2,976 3,227

302
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３．預かり資産の状況【単体】 

生命保険は終身保険等を中心に増加しましたが、国債の利回り低下や、国内外での株式等の下落、為
替相場等の影響を受け、投資信託・国債は減少となったことから、前年比 28億 11 百万円減少の 439億
86 百万円となりました。 

（単位：百万円） 
 

平成 28年 3 月 
 

平成 27年 3 月 
増減 

預かり資産 43,986 △2,811 46,797 

 投資信託 22,146 △3,324 25,470 

 生命保険 20,313 1,361 18,952 

 国債 1,526 △848 2,374 

 

４．不良債権（金融再生法開示基準）の状況【単体】 

金融再生法開示債権は、前年比 2億 65 百万円増加の 82 億 63百万円となりました。開示債権比率は前
年比 0.05ポイント低下の 1.84％となりました。 

（単位：百万円、％） 
 

平成 28年 3 月 
 

平成 27年 3 月 
増減 

金融再生法開示債権 8,263 265 7,998 

 破産更生債権 1,431 △54 1,485 

 危険債権 4,726 △101 4,827 

 要管理債権 2,105 420 1,685 

正常債権 438,951 25,691 413,260 

総与信額 447,215 25,956 421,259 

開示債権比率 1.84% △0.05％ 1.89% 

預かり資産の推移
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Ⅱ 平成２７年度決算の概況 

１． 損益状況【単体】 
                                       （単位:百万円） 

 28年3月期 
 

27年3月期 
27年3月期比 

業務粗利益 10,960 143 10,817 

 

国内業務粗利益 10,817 135 10,682 

 

資金利益 10,059 36 10,023 

役務取引等利益 329 △131 460 

その他業務利益 428 230 198 

国際業務粗利益 142 8 134 

 

資金利益 48 △1 49 

役務取引等利益 11 2 9 

その他業務利益 83 8 75 

経費（除く臨時処理分） 8,718 383 8,335 

 

人件費 4,658 75 4,583 

物件費 3,414 79 3,335 

税金 645 229 416 

業務純益（一般貸倒繰入前） 2,241 △240 2,481 

 除く国債等債券損益（５勘定尻） 1,806 △485 2,291 

一般貸倒引当金繰入額        ① 200 200 － 

業務純益 2,041 △440 2,481 

 うち国債等債券損益（５勘定尻） 435 245 190 

臨時損益 △100 △676 576 

 株式等損益（３勘定尻） 55 △5 60 

 不良債権処理額         ② 306 228 78 

  貸出金償却 － △0 0 

  個別貸倒引当金繰入額 254 254 － 

  その他の債権売却損等 52 △26 78 

 貸倒引当金戻入益        ③ － △478 478 

 

 
償却債権取立益         ④ 3 1 2 

 偶発損失引当金戻入益      ⑤ 34 27 7 

 その他臨時損益 112 7 105 

経常利益 1,941 △1,117 3,058 

特別損益 △2 △50 48 

 固定資産処分損益 △1 △49 48 

 減損損失 0 0 － 

税引前当期純利益 1,938 △1,168 3,106 

法人税・住民税及び事業税 677 37 640 

法人税等調整額 45 △311 356 

法人税等合計 723 △273 996 

当期純利益 1,215 △894 2,109 

（ご参考）    

与信関係費用（①＋②－③－④－⑤） 469 879 △410 
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損益状況【連結】 

      （単位:百万円）  

 28年3月期 
 

27年3月期 
27年3月期比 

連結粗利益 11,028 155 10,873 

 

資金利益 10,108 88 10,020 

役務取引等利益 408 △170 578 

その他業務利益 512 239 273 

営業経費 8,722 288 8,434 

貸倒償却引当費用 507 429 78 

 貸出金償却       － △0 0 

 個別貸倒引当金繰入額   254 254 － 

 一般貸倒引当金繰入額 200 200 － 

 その他の債権売却損等 52 △26 78 

貸倒引当金戻入益 － △478 478 

償却債権取立益 3 1 2 

偶発損失引当金戻入益 34 27 7 

株式等関係損益 55 △20 75 

その他 47 △68 115 

経常利益 1,940 △1,093 3,033 

特別損益 △3 △51 48 

税金等調整前当期純利益 1,936 △1,146 3,082 

法人税・住民税及び事業税 677 36 641 

法人税等調整額 46 △306 352 

法人税等合計 724 △269 993 

当期純利益 1,212 △876 2,088 

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支
配株主に帰属する当期純損失(△) 0 0 △0 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,212 △877 2,089 

(注)連結粗利益＝(資金運用収益－資金調達費用)＋(役務取引等収益－役務取引等費用)＋(その他業務収益－その他業務費用) 

 
（参 考） (単位:百万円) 

連結業務純益 2,040 △417 2,457 

（注） 連結業務純益＝単体業務純益＋子会社経常利益－内部取引（配当等） 

 
（連結対象会社数）  (単位：社) 

連結子会社数 2 － 2 

持分法適用会社数 0 － 0 

 
 
２．業務純益【単体】 

（単位:百万円） 

 28年3月期 
 

27年3月期 
27年3月期比 

業務純益（一般貸倒繰入前） 2,241 △240 2,481 

 職員一人当たり（千円） 3,341 △459 3,800 

業務純益 2,041 △440 2,481 

 職員一人当たり（千円） 3,042 △758 3,800 

 (注) 職員数は期中平均人員（出向者除く）を使用しております。
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３．利鞘【単体】 

（１）総合 

（単位：％） 

 28年3月期 
 

27年3月期 
27年3月期比 

資金運用利回  (A) 1.69 △0.04 1.73 

 貸出金利回 2.30 △0.10 2.40 

 有価証券利回 0.66 △0.03 0.69 

資金調達原価  (B) 1.52 0.02 1.50 

 預金等利回 0.10 0.00 0.10 

 外部負債利回 0.05 △0.05 0.10 

総資金利鞘 (A)－(B) 0.17 △0.06 0.23 

 

（２）国内部門 
（単位：％） 

 28年3月期 
 

27年3月期 
27年3月期比 

資金運用利回  (A) 1.68 △0.04 1.72 

 貸出金利回 2.30 △0.10 2.40 

 有価証券利回 0.66 △0.02 0.68 

資金調達原価  (B) 1.47 0.02 1.45 

 預金等利回 0.10 0.00 0.10 

 外部負債利回 0.05 △0.05 0.10 

総資金利鞘 (A)－(B) 0.21 △0.06 0.27 

 

 
４．有価証券関係損益【単体】 

（単位:百万円） 

 28年3月期 
 

27年3月期 
27年3月期比 

国債等債券損益（５勘定尻） 435 245 190 

 売却益 447 304 143 

 償還益 － △47 47 

 売却損 5 5 － 

 償還損 － － － 

 償却 6 5 1 

     

株式等損益（３勘定尻） 55 △5 60 

 売却益 66 △17 83 

 売却損 3 3 － 

 償却 7 △16 23 
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５．自己資本比率（国内基準）【単体】 

（単位:百万円、％） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

(1)自己資本比率(4)÷(5) 8.88 △0.44 △0.53 9.32 9.41 

(2)コア資本に係る基礎項目 36,005 1,228 208 34,777 35,797 

(3)コア資本に係る調整項目 311 193 171 118 140 

(4)自己資本(2)－(3) 35,694 1,036 38 34,658 35,656 

(5)リスクアセット 401,580 29,731 22,994 371,849 378,586 

 
 
自己資本比率（国内基準）【連結】 

（単位:百万円、％） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

(1)自己資本比率(4)÷(5) 8.90 △0.44 △0.54 9.34 9.44 

(2)コア資本に係る基礎項目 36,090 1,217 209 34,873 35,881 

(3)コア資本に係る調整項目 312 194 172 118 140 

(4)自己資本(2)－(3) 35,777 1,023 36 34,754 35,741 

(5)リスクアセット 401,586 29,832 23,099 371,754 378,487 

 

 

 

 

６．ＲＯＥ【単体】 
（単位：％） 

 28年3月期 
 

27年3月期 
27年3月期比 

業務純益ベース 5.12 △1.53 6.65 

当期純利益ベース 3.05 △2.61 5.66 

 

（算式） ＲＯＥ＝ 
業務純益(当期純利益) 

純資産期中平残 

（注）分母の純資産勘定平均残高は、期首残高と期末残高の 2分の 1で算出しております。
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Ⅲ 貸出金等の状況 

１．リスク管理債権の状況 

部分直接償却実施 （前・後） 

未収利息不計上基準（自己査定基準） 

 【単体】  （単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

リ
ス
ク
管
理
債
権 

破綻先債権 221 61 151 160 70 

延滞債権 5,928 △210 366 6,138 5,562 

３カ月以上延滞債権 5 5 5 0 － 

貸出条件緩和債権 2,099 414 △394 1,685 2,493 

合計 8,255 271 129 7,984 8,126 

       

貸出金残高（末残） 446,063 25,953 30,238 420,110 415,825 

（単位：％，Ｐｔ） 

貸
出
金
残
高
比 

破綻先債権 0.04 0.01 0.03 0.03 0.01 

延滞債権 1.32 △0.14 △0.01 1.46 1.33 

３カ月以上延滞債権 0.00 0.00 0.00 0.00 － 

貸出条件緩和債権 0.47 0.07 △0.12 0.40 0.59 

合計 1.85 △0.05 △0.10 1.90 1.95 

 

 

 

【連結】    （単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

リ
ス
ク
管
理
債
権 

破綻先債権 221 61 151 160 70 

延滞債権 5,928 △210 366 6,138 5,562 

３カ月以上延滞債権 5 5 5 0 － 

貸出条件緩和債権 2,099 414 △394 1,685 2,493 

合計 8,255 271 129 7,984 8,126 

       

貸出金残高（末残） 446,063 25,983 30,238 420,080 415,825 

（単位：％，Ｐｔ） 

貸
出
金
残
高
比 

破綻先債権 0.04 0.01 0.03 0.03 0.01 

延滞債権 1.32 △0.14 △0.01 1.46 1.33 

３カ月以上延滞債権 0.00 0.00 0.00 0.00 － 

貸出条件緩和債権 0.47 0.07 △0.12 0.40 0.59 

合計 1.85 △0.05 △0.10 1.90 1.95 
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２．貸倒引当金等の状況 

 【単体】    （単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

貸倒引当金 3,440 420 509 3,020 2,931 

 一般貸倒引当金 825 201 146 624 679 

 個別貸倒引当金 2,615 220 363 2,395 2,252 

 

 【連結】    （単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

貸倒引当金 3,440 420 509 3,020 2,931 

 一般貸倒引当金 825 201 146 624 679 

 個別貸倒引当金 2,615 220 363 2,395 2,252 

 

 

 

３. リスク管理債権に対する引当率 

【単体】    （単位：％，百万円，Ｐｔ） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

部分直接償却前 B/A 35.53 1.73 3.55 33.80 31.98 

 貸倒引当金 B 2,951 235 336 2,716 2,615 

 リスク管理債権 A 8,305 271 129 8,034 8,176 

部分直接償却後 D/C 35.14 1.76 3.58 33.38 31.56 

 貸倒引当金 D 2,901 236 336 2,665 2,565 

 リスク管理債権 C 8,255 271 129 7,984 8,126 

 

【連結】    （単位：％，百万円，Ｐｔ） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

部分直接償却前 B/A 35.53 1.73 3.55 33.80 31.98 

 貸倒引当金 B 2,951 235 336 2,716 2,615 

 リスク管理債権 A 8,305 271 129 8,034 8,176 

部分直接償却後 D/C 35.14 1.76 3.58 33.38 31.56 

 貸倒引当金 D 2,901 236 336 2,665 2,565 

 リスク管理債権 C 8,255 271 129 7,984 8,126 

（注）上記「部分直接償却前」のリスク管理債権には、部分直接償却残高（当期実施額及び既存実施額）を加算しております。 
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４．金融再生法開示債権の状況 

部分直接償却実施 （ 前 ・ 後 ） 

【単体】    （単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,431 △54 △132 1,485 1,563 

危険債権 4,726 △101 646 4,827 4,080 

要管理債権 2,105 420 △388 1,685 2,493 

合計 (A) 8,263 265 126 7,998 8,137 

正常債権 438,951 25,691 30,200 413,260 408,751 

総計 447,215 25,956 30,326 421,259 416,889 

部分直接償却額 50 0 0 50 50 

 
【連結】     （単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,431 △54 △132 1,485 1,563 

危険債権 4,726 △101 646 4,827 4,080 

要管理債権 2,105 420 △388 1,685 2,493 

合計 (A) 8,263 265 126 7,998 8,137 

正常債権 438,951 25,721 30,200 413,230 408,751 

総計 447,215 25,986 30,326 421,229 416,889 

部分直接償却額 50 0 0 50 50 

 

 

５．金融再生法開示債権の保全状況 

【単体】    （単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

保全額 (C) 7,141 346 314 6,795 6,827 

 貸倒引当金 2,984 236 336 2,748 2,648 

 担保保証等 4,157 111 △21 4,046 4,178 

（単位：％） 

保全率 (C) / (A) 86.42 1.47 2.52 84.95 83.90 

 

【連結】    （単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

保全額 (C) 7,141 346 314 6,795 6,827 

 貸倒引当金 2,984 236 336 2,748 2,648 

 担保保証等 4,157 111 △21 4,046 4,178 

（単位：％） 

保全率 (C) / (A) 86.42 1.47 2.52 84.95 83.90 
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６．金融再生法開示基準並びに自己査定債務者区分に対応した引当率・保全率の状況 

・金融再生法区分による引当率・保全率の状況【単 体】 (単位:百万円、％) 

 
28年3月末 

破産更生債権および
これらに準ずる債権 危 険 債 権 要 管 理 債 権 合 計 

総与信額          (A) 1,431 4,726 2,105 8,263 

担保等の保全額    (B) 743 2,337 1,076 4,157 

未保全額 (C)＝〔(A)-(B)〕 688 2,389 1,029 4,106 

引当額            (D) 688 1,879 416 2,984 

引当率          (D)/(C) 100.00 78.65 40.42 72.67 

保全率 〔(B)＋(D)〕/(A) 100.00 89.20 70.87 86.42 

 

・自己査定債務者区分による引当率・保全率の状況【単 体】 (単位:百万円、％) 

 
28年3月末 

破 綻 先 債 権 実 質 破 綻 先 債 権 破 綻 懸 念 先 債 権 合 計 

総与信額          (A) 221 1,210 4,726 6,158 

担保等の保全額    (B) 94 649 2,337 3,080 

未保全額 (C)＝〔(A)-(B)〕 127 561 2,389 3,078 

引当額            (D) 127 561 1,879 2,568 

引当率          (D)/(C) 100.00 100.00 78.65 83.43 

保全率 〔(B)＋(D)〕/(A) 100.00 100.00 89.20 91.71 

 

・金融再生法区分による引当率・保全率の状況【連 結】 (単位:百万円、％) 

 
28年3月末 

破産更生債権および
これらに準ずる債権 

危 険 債 権 要 管 理 債 権 合 計 

総与信額          (A) 1,431 4,726 2,105 8,263 

担保等の保全額    (B) 743 2,337 1,076 4,157 

未保全額 (C)＝〔(A)-(B)〕 688 2,389 1,029 4,106 

引当額            (D) 688 1,879 416 2,984 

引当率          (D)/(C) 100.00 78.65 40.42 72.67 

保全率 〔(B)＋(D)〕/(A) 100.00 89.20 70.87 86.42 

 

・自己査定債務者区分による引当率・保全率の状況【連 結】 (単位:百万円、％) 

 
28年3月末 

破 綻 先 債 権 実 質 破 綻 先 債 権 破 綻 懸 念 先 債 権 合 計 

総与信額          (A) 221 1,210 4,726 6,158 

担保等の保全額    (B) 94 649 2,337 3,080 

未保全額 (C)＝〔(A)-(B)〕 127 561 2,389 3,078 

引当額            (D) 127 561 1,879 2,568 

引当率        (D)/(C) 100.00 100.00 78.65 83.43 

保全率  〔(B)＋(D)〕/(A) 100.00 100.00 89.20 91.71 
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・金融再生法開示基準 

自己査定の債務者区分 債権区分(金融再生法) 償却・引当の方針 

破綻先債権 
破産更生債権及びこれら
に準ずる債権 

担保･保証等で保全されていない債権額の100％を償却・
引当 

実質破綻先債権 

破綻懸念先債権 危険債権 

貸倒実績率に基づく予想損失率を乗じて算定した予想損
失額に相当する額を計上する方法と、対象先の将来キャ
ッシュフローの割引現在価値を見積もり、当該額を担
保・保証等で保全されていない債権額から控除した金額
を予想損失額として計上する方法により引当 

要注意 

先債権 

(要管理先債権) 要管理債権 貸倒実績率に基づく3年間の予想損失額を引当 
 

(その他の要注意先債権) 

正常債権 貸倒実績率に基づく1年間の予想損失額を引当 

正常先債権 

 

 

 

７．自己査定による債権分類(率)の状況【単体】 
（単位:百万円、％) 

 
28年3月末 27年9月末 27年3月末 

金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率 金 額 構 成 比 率 

総与信残高 447,215 100.00 416,889 100.00 421,259 100.00 

非分類額 396,462 88.65 368,207 88.32 375,098 89.04 

分類額合計 50,752 11.34 48,681 11.67 46,161 10.95 

 

Ⅱ分類 50,243 11.23 48,111 11.54 45,531 10.80 

Ⅲ分類 509 0.11 570 0.13 629 0.14 

Ⅳ分類 － － － － － － 

（注）総与信残高…貸付有価証券、貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返分類額は個別貸倒引当及び直接（部分を含む）

償却控除後の残高です。 

 非分類…Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ分類に該当しない資産で、回収の危険性又は価値の毀損の危険性について問題のない資産。 

 Ⅱ分類…回収について通常の度合いを超える危険を含むと認められる資産。 

 Ⅲ分類…最終の回収又は価値について重大な懸念が存し、損失の可能性が高いが、その損失額について合理的な推計が困難な資産。 

 Ⅳ分類…回収不可能又は無価値と判定される資産。 
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８．業種別貸出状況等 
 
（１）業種別貸出金【単体】 
                                                  （単位:百万円） 

 28年3月末 
 

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

国内店分 
（除く特別国際金融取引勘定） 446,063 25,953 30,238 420,110 415,825 

 製造業 11,186 642 850 10,544 10,336 

 農業、林業 1,545 45 58 1,500 1,487 

 漁業 160 37 35 123 125 

 鉱業、砕石業、砂利採取業 1,308 516 356 792 952 

 建設業 25,981 1,879 2,586 24,102 23,395 

 電気・ガス・熱供給・水道業 4,177 778 570 3,399 3,607 

 情報通信業 1,030 151 183 879 847 

 運輸業、郵便業 5,520 1,486 1,088 4,034 4,432 

 卸売業 11,416 591 371 10,825 11,045 

 小売業 20,679 2,618 1,975 18,061 18,704 

 金融業、保険業 7,714 1,193 162 6,521 7,552 

 不動産業 181,597 15,838 11,599 165,759 169,998 

 物品賃貸業 5,819 △433 △329 6,252 6,148 

 学術研究、専門・技術サービス業 4,763 875 758 3,888 4,005 

 宿泊業 9,586 138 168 9,448 9,418 

 飲食業 5,880 599 555 5,281 5,325 

 生活関連サービス業、娯楽業 9,647 588 777 9,059 8,870 

 教育、学習支援業 1,700 197 101 1,503 1,599 

 医療・福祉 19,611 1,583 1,102 18,028 18,509 

 その他のサービス 7,117 △1,970 △200 9,087 7,317 

 地方公共団体 30,261 △3,728 5,076 33,989 25,185 

 その他 79,366 2,339 2,407 77,027 76,959 
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（２）業種別リスク管理債権【単体】 
                                                   （単位:百万円） 

 28年3月末 
 

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

国内店分 
（除く特別国際金融取引勘定） 8,255 271 129 7,984 8,126 

 製造業 338 326 312 12 26 

 農業、林業 0 △1 0 1 － 

 漁業 － △2 △1 2 1 

 鉱業、砕石業、砂利採取業 － － － － － 

 建設業 560 △245 △188 805 748 

 電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － － 

 情報通信業 17 △23 △18 40 35 

 運輸業、郵便業 － － － － － 

 卸売業 509 204 164 305 345 

 小売業 844 △46 △31 890 875 

 金融業、保険業 － △0 △1 0 1 

 不動産業 2,492 551 △147 1,941 2,639 

 物品賃貸業 － － － － － 

 学術研究、専門・技術サービス業 22 － △2 22 24 

 宿泊業 713 △24 △2 737 715 

 飲食業 562 86 44 476 518 

 生活関連サービス業、娯楽業 411 △55 △61 466 472 

 教育、学習支援業 196 6 14 190 182 

 医療・福祉 713 274 122 439 591 

 その他のサービス 31 △670 △3 701 34 

 地方公共団体 － － － － － 

 その他 841 △109 △69 950 910 
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（３）卸・小売、建設、不動産、その他金融向けの貸出残高、不良債権残高【単体】 
（単位：百万円） 

 
リスク管理債権ベース 

総 貸 出 残 高 3ｶ月以上延滞先 貸出条件緩和先 延 滞 先 破 綻 先 

卸・小売 

27年3月末 28,894 － 300 895 0 

27年9月末 29,763 － 275 945 0 

28年3月末 32,102 － 92 1,261 0 

建設 

27年3月末 24,109 － 178 626 0 

27年9月末 23,404 － 182 566 － 

28年3月末 25,993 － 30 369 160 

不動産 

27年3月末 165,781 － 671 1,164 105 

27年9月末 170,018 － 1,393 1,219 26 

28年3月末 181,613 － 1,256 1,209 26 

その他金融 

27年3月末 2,447 － － － － 

27年9月末 2,398 － － － － 

28年3月末 2,502 － － － － 

 
 
 

（単位：百万円） 

 
金融再生法開示債権ベース 

総 与 信 残 高 要 管 理 債 権 危 険 債 権 破 産 更 生 債 権 

卸・小売 

27年3月末 29,011 300 774 120 

27年9月末 29,880 275 779 166 

28年3月末 32,217 92 1,159 102 

建設 

27年3月末 24,316 178 416 210 

27年9月末 23,567 182 354 212 

28年3月末 26,219 30 350 178 

不動産 

27年3月末 165,964 671 594 676 

27年9月末 170,183 1,393 615 631 

28年3月末 181,780 1,256 629 607 

その他金融 

27年3月末 2,659 － － － 

27年9月末 2,608 － － － 

28年3月末 2,725 － － － 

 

 
（４）消費者ローン残高【単体】 

（単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

消費者ローン残高 93,094 4,576 4,057 88,518 89,037 

 うち住宅ローン残高 72,630 2,235 2,846 70,395 69,784 

 うちその他ローン残高  20,464 2,342 1,212 18,122 19,252 
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（５）中小企業等貸出残高及び貸出比率【単体】 
（単位:百万円、％） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

中小企業等貸出残高 398,145 28,828 24,272 369,317 373,873 

中小企業等貸出比率 89.25 1.35 △0.66 87.90 89.91 

 

 

（６）不動産向けノンリコ－スロ－ンの残高【単体】 
（単位:百万円） 

 28年3月末 27年9月末 27年3月末 

不動産向けノンリコ－スロ－ンの残高 421 － － 

 

 

 

９．信用保証協会保証付き融資【単体】 
（単位:百万円） 

 28年3月末 27年9月末 27年3月末 

信用保証協会保証付き融資 18,669 18,858 19,761 

 うち特別保証枠  － － 0 

（注）特別保証…「中小企業金融安定化特別保証」 

 

10．系列ノンバンク向け融資残高【単体】 
（単位:百万円） 

 28年3月末 27年9月末 27年3月末 

系列ノンバンク向け融資残高 － － － 

 

11．預金、貸出金の残高【単体】 

(単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

 預 金（末残） 617,282 △7,515 781 624,797 616,501 

    （平残） 612,619 21,669 502 590,950 612,117 

 貸出金（末残） 446,063 25,953 30,238 420,110 415,825 

    （平残） 411,777 23,387 12,513 388,390 399,264 

 

12．個人・法人預金（平残）【単体】 
（単位:百万円） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

個人預金 398,253 9,551 3,303 388,702 394,950 

 流動性 198,743 9,576 1,288 189,167 197,455 

 定期性 199,510 △24 2,016 199,534 197,494 

法人預金 148,080 14,694 5,073 133,386 143,007 

 流動性 82,949 8,607 2,903 74,342 80,046 

 定期性 65,131 6,088 2,170 59,043 62,961 
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【参 考 資 料】 

１．業績等予想【単体】 

（１）平成 28年度業績予想について 
（単位：百万円） 

 28年度予想 27年度実績 

経常利益 2,100 1,941 

当期純利益 1,400 1,215 

業務純益 2,300 2,041 

業務純益（一般貸倒繰入前） 2,300 2,241 

 除く国債等関係損益 1,800 1,806 

不良債権処理額 350 469 

 
（２）業務純益について  

（単位：百万円） 

 一般貸倒引当前 
 

一般貸倒繰入後 
除く債券損益 

27年3月期 2,481 2,291 2,481 

28年3月期 2,241 1,806 2,041 

 27年9月中間期 1,381 1,156 1,381 

29年3月期予想 2,300 1,800 2,300 

 28年9月中間期 1,200 1,000 1,200 

 

 

２．役員、従業員数、店舗数【単体】 
（単位：人、店舗） 

 28年3月末 
  

27年3月末 27年9月末 
27年3月末比 27年9月末比 

役員数 11 1 0 10 11 

従業員数 678 12 △19 666 697 

店舗数 48 0 0 48 48 

（注）従業員は出向者含む有価証券報告書ベース 

 

３．時価のある有価証券の評価差額【単体】 

（単位：百万円）  (参考) （単位：百万円） 

 
平成 28年 3月末 平成 27年 3月末  平成 27年 9月末 

時価 評価差額 時価 評価差額  時価 評価差額 

その他有価証券 177,184 7,043 195,212 7,439  189,938 6,180 

 株 式 3,589 835 3,728 1,057  3,661 955 

 債 券 157,190 3,500 174,637 2,415  169,872 2,501 

 そ の 他 16,404 2,707 16,846 3,965  16,404 2,723 

（注）１．「評価差額」は、各期末の帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）と時価との差額を計上しております。 

２．満期保有目的の債券は保有しておりません。 
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４．保有株式について【単体】 

（1）保有株式 
（単位：百万円） 

 取得原価ベース 時価ベース 

27年3月末 3,899 4,956 

27年9月末 3,930 4,886 

28年3月末 3,998 4,833 

 
（2）減損処理について 

（単位：百万円） 

 株式等関係損益 
 

うち減損処理額 

27年3月期 60 23 

27年9月中間期 24 7 

28年3月期 55 7 

 

 
５．不良債権について 

(1)処理損失 

 a.単体ベース （単位：百万円） 

 
①一般貸倒引当金 

純繰入額 
②不良債権処理額 

総与信費用 
①＋② 

27年3月期 － △410 △410 

28年3月期 200 268 469 

 27年9月中間期 － △93 △93 

29年3月期予想 － 350 350 

 28年9月中間期 － 175 175 

②＝個別貸倒引当金、貸出金償却、債権売却損など臨時損益段階の合計 

 
 
 b.連結ベース （単位：百万円） 

 
①一般貸倒引当金 

純繰入額 
②不良債権処理額 

総与信費用 
①＋② 

27年3月期 － △410 △410 

28年3月期 200 268 469 

 27年9月中間期 － △93 △93 

29年3月期予想 － 350 350 

 28年9月中間期 － 175 175 
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（2)残高について 
（単位：百万円） 

 自己査定 

 
破綻・実質破綻先 

① 
破綻懸念先 

② 
破綻懸念先以下 

  ①＋② 
要注意先債権 

③ 
計 

①＋②＋③ 

27年3月末 1,485 4,827 6,313 53,550 59,864 

27年9月末 1,563 4,080 5,643 55,331 60,975 

28年3月末 1,431 4,726 6,158 57,427 63,585 

 
 

 金融再生法基準 

 
要管理債権 

④ 
計 

①＋②＋④ 

27年3月末 1,685 7,998 

27年9月末 2,493 8,137 

28年3月末 2,105 8,263 

 

 

（3）最終処理と新規発生 

 ａ.残高について 
（単位：百万円） 

 破 産 更 生 債 権 危 険 債 権 合 計 

 27年3月末 1,485 4,827 6,313 

 27年9月末 1,563 4,080 5,643 

 28年3月末 1,431 4,726 6,158 

  27年3月→28年3月新規増加 275 1,557 1,833 

  27年3月→28年3月オフバランス化 △329 △1,658 △1,987 

  27年3月→28年3月増減 △54 △101 △155 

（注）上記「オフバランス化」には債権区分間の移動額が含まれております。 

 

 ｂ.オフバランス化の内訳 
                                              （単位：百万円） 

 28年3月期実績 
 

27年3月期実績 
27年9月中間期実績 

清算型処理 － － － 

再建型処理 － － △369 

再建型処理に伴う業況改善 － － － 

債権流動化 － － △85 

 ＲＣＣ向け売却 － － － 

直接償却 △34 － △7 

その他 △1,953 △1,366 △1,233 

 回収・返済 △1,506 △1,116 △872 

 業況改善 △447 △250 △360 

合  計 △1,988 △1,366 △1,695 
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（4）平成28年3月期に実施した金融支援について 

(単位：百万円) 

 金  額 件 数 

債権放棄 － － 

 私的整理ガイドラインに基づくもの － － 

デット・エクイティ・スワップ － － 

優先株の引き受けなど － － 

合   計 － － 

 
（5）債務者区分ごとの引当額と引当率 

（単位：百万円、％） 

 
28年3月末 27年9月末 27年3月末 

引当額 引当率 引当額 引当率 引当額 引当率 

実質破綻・破綻先債権 723 100.00 663 100.00 650 100.00 

破綻懸念先債権 1,879 78.68 1,539 72.97 1,699 72.96 

要管理先債権 416 17.08 445 15.82 399 19.79 

その他要注意先債権 373 0.68 168 0.32 159 0.31 

正常先債権 35 0.01 66 0.02 65 0.02 

責任共有制度対象債権引当金 96 0.65 102 0.72 131 0.90 

（注）責任共有制度対象債権に対する引当金は、正常先債権～要管理先債権に対する引当額とは別立てにて開示しております。 

 
（6）ディスカウント・キャッシュフロー的手法による引き当て 

（単位：百万円） 

 適用先数 引 当 額  無担保部分 

27年3月期 6 1,616 1,957 

27年9月中間期 5 1,442 1,673 

28年3月期 7 1,804 2,058 

 

 
（7）不良債権比率（金融再生法基準） 

(単位：％) 

 26年 3月期 26年 9月期 27年 3月期 27年 9月期 28年 3月期 
29年 3月期 
（予想） 

単体ベース 2.60 2.49 1.89 1.95 1.84 2％以下 

連結ベース 2.60 2.49 1.89 1.95 1.84 2％以下 
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